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 Meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

(*) Labour Standards Law, Industrial

Safety and Health Act, Minimum

Wage Act, Act on Securing the Pay‑

ment of Wages, Industrial Homework

Act, Working Environment Measure‑

ment Act, Pneumoconiosis Act, Act on

Special Measures concerning Carbon

Monoxide Poisoning Caused by Coal‑

Mine Accident

 Time‑limit for tender : 16 : 00, April 1,

2026

 Contact point for the notice : Accounting

Section, Worker's Compensation Adminis‑

tration Division, Labour Standards Bureau,

Ministry of Health, Labour and Welfare,

122 Kasumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo
1008916 Japan
Mail rousai-keiri@mhlw.go.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年２月 10 日
支出負担行為担当官
厚生労働省人材開発統括官 宮本 悦子

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 72
 件名 能力開発基本調査業務（令和８年
度～10年度）
 調達案件の仕様等 能力開発基本調査業務
（令和８年度～10年度）仕様書（以下「仕様
書」という。）による。
 履行期限 令和11年３月30日
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行う。
入札者は、調達件名の本体価格のほか、業
務の履行に要する一切の諸経費を含め入札金
額を見積もるものとする。また、契約条件に
ついては「委託要綱」別添２の「能力開発基
本調査業務（令和８年度～10年度）委託契約
書（以下「契約書」という。）」を十分確認の
上、入札金額を見積もること。

なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札に参加を希望する者（以下「入札
者」という。）は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 競争の導入による公共サービスの改革に関
する法律（平成18年法律第51号、以下「法」
という。）第15条により準用する第10条各号
（第11号を除く。）に該当する者でないこと。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっ
て、契約締結のために必要な同意を得ている
者は、同条中、特別な理由のある場合に該当
する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度の厚生労働省競争参加
資格（全省庁統一資格）において「役務の提
供等」のうち営業品目が「調査・研究」でＡ
又はＢ等級に格付けされている者であるこ
と。
ただし、下記に記載している共同事業体
の構成員については、令和７・８・９年度の
厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
において「役務の提供等」のうち営業品目が
「調査・研究」でＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格
付けされている者であることとする。
 当省から指名停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。
 本実施要項に記載する事項の業務を実施・
完了することができることを証明した者であ
ること。なお、この場合の証明とは、落札者
として決定された民間事業者との間で締結さ
れる法第20条第１項の契約（以下「本契約」
という。）を締結することとなった場合、確実
に完了期限までに実施・完了ができるとの意
思表示を書面により証明することをいう。
 本調査業務に係る評価委員会の委員として
指名された外部有識者本人又はこれらの者と
の利害関係を有する事業者でないこと。

 法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納
がないこと。
 次の各号に掲げる制度が適用される者に
あっては、この入札の入札書提出期限の直近
２年間（及びについては２保険年度）の
保険料について滞納がないこと。
厚生年金保険、健康保険（全国健康保険
協会が管掌するもの）、船員保険、国民
年金、労働者災害補償保険、雇用保険
 提出書類に虚偽の事実を記載していないと
認められる者であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 技術提案書提出時から過去３年間におい
て、上記～以外の法令等違反があり、社
会通念上著しく信用を失墜しており、本事業
の実施に支障を来すと判断される者でないこ
と。具体的には、法令等違反により送検され
た者ではないこと。
 警察当局から、暴力団が実質的に経営を支
配する者又はこれに準ずるものとして、国発
注業務等から排除要請があり、当該状態が継
続している者でないこと。
 「情報セキュリティマネジメントシステム
（国際標準規格ＩＳＯ／ＩＥＣ27001又は日
本産業規格ＪＩＳＱ27001）の認証」又はプ
ライバシーマーク（ＪＩＳＱ15001）」を取得
していること。
 過去に同等規模以上の類似統計業務の実績
（調査客体数7000件以上の統計調査等及び
データレコード7000件以上の統計データの
処理実績）を有していること。
 単独で業務が担えない場合は、適正に業務
を遂行できる共同事業体（当該業務を共同し
て行うことを目的として複数の民間事業者に
より構成された組織をいう。以下同じ。）とし
て参加することができる。その場合、入札書
類提出時までに共同事業体を結成し、代表者
を決め、他の者は構成員として参加するもの
とし、その際に当該共同事業体の代表者及び
構成員は、上記からまでに定める入札参
加資格を備えていることが必要である。また、
共同事業体の構成員は、他の共同事業体の構
成員となり、又は、単独で参加することはで
きない。なお、当該共同事業体は、共同事業
体結成に関する協定書（又はこれに類する書
類）を作成し、入札書類提出期限までに提出
すること。

３ 提案書類の提出期限及び場所
令和８年４月15日17時
〒1008916 東京都千代田区霞が関１２
２ 厚生労働省人材開発統括官政策企画室基盤
整備係 塩田、栗原（15階３号室）ＴＥＬ03
52531111（内線5601）
４ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問合せ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１
２２ 厚生労働省人材開発統括官参事官室
（人材開発総務担当）予算係 奥田、生形
（15階１号室）ＴＥＬ0352531111（内線
5917）
 入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１
２２ 厚生労働省人材開発統括官政策企画
室基盤整備係 塩田、栗原（15階３号室）Ｔ
ＥＬ0352531111（内線5601）

 入札説明会の日時及び場所
 令和８年２月24日14時 オンライン会議
 令和８年３月２日14時 オンライン会議
 入札書の受領期限 令和８年４月15日17時
 開札の日時及び場所 令和８年４月28日15
時 原則、立会方式の開札を実施しない

５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 期日までに入札
説明書別紙４により令和７・８・９年度厚生
労働省競争参加資格（全省庁統一資格）の写
し等を上記２まで提出すること。
また、入札に参加を希望する者は、上記書
類とあわせて競争参加資格に関する誓約書及
び暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出し
なければならない。入札者は、支出負担行為
担当官から当該書類に関し説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者、入札者に求められる義務を履行し
なかった者その他入札の条件に違反した者が
提出した入札書は無効とする。
また、入札に参加した者が上記の誓約書
を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは
誓約書に反することとなったときは、当該入
札書は無効とする。


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